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インクルーシブ教育システムをめぐる国内の動向と課題 

 
１．我が国における障害のある子どもの教育 

我が国では、平成 19 年度に特殊教育から特別支援教育への転換をはかり、教育現場で

は様々な課題に向き合いながら、徐々に特別支援教育が推進されている。一方、平成 18
年には、第 61 回国連総会で障害者の権利に関する条約が採択された。この条約について

は、平成 25 年２月現在、155 ヶ国が署名し、127 ヶ国が批准している。日本も条約が採択

された翌年に署名し、現在、条約批准に向けて、障害のある子どもが他の子どもと平等に

教育を受ける機会や、必要とされる合理的配慮が保障されることといった、インクルーシ

ブ教育システムの構築という理念を踏まえた、制度改革の方針が議論されてきている。そ

してこうした中、中央教育審議会初等中等教育分科会（2012）は「共生社会の形成に向け

たインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」を公表した。 
ここでは、本研究を進めるに当たり、特殊教育から特別支援教育への理念の転換の際に

提起された課題、さらにその後の状況等について整理する。 
 

２．特殊教育から特別支援教育への転換 
我が国では、明治 11 年に盲・聾教育が始まり、その後、知的障害、肢体不自由、病弱・

身体虚弱のある子どもへの教育の場が設けられた。そして、昭和 22 年に制定された学校

教育法において、盲学校、聾学校、養護学校及び特殊学級といった障害のある子どもの学

ぶ場が明確に位置付けられた。さらに、昭和 23 年度には盲学校及び聾学校、昭和 54 年度

には養護学校の義務制が実施され、同年に小・中学部での訪問教育の制度が、平成５年度

には通級による指導の実施が始まった。このように、障害のある子どもの教育に関する制

度は徐々に整備され、それまで就学猶予や免除の対象となっていた障害のある子どもが学

ぶ場と機会が保障され、特殊教育の充実が図られてきた。 
 こうした流れの中、平成 13 年に「21 世紀の特殊教育の在り方に関する調査研究協力者

会議」より報告された「21 世紀の特殊教育の在り方について ～一人一人のニーズに応じ

た特別な支援の在り方について～（最終報告）」には、ノーマライゼーションの進展や障害

の重度・重複化や多様化、教育の地方分権などの状況の変化を受け、障害のある児童生徒

等の視点に立って一人一人のニーズを把握し、必要な支援を行うという考えに基づいた対

応を図る必要性について明記された。その２年後の平成 15 年に「特別支援教育の在り方

に関する調査研究協力者会議」より報告された「今後の特別支援教育の在り方について（最

終報告）」（2003）には、①養護学校や特殊学級に在籍している児童生徒、通級による指導

の利用者が増加傾向にあること、②LD、ADHD、高機能自閉症といった発達障害のある

児童生徒が通常の学級に在籍していること、③盲・聾・養護学校に在籍する児童生徒の障
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害の重度・重複化等の変化に対し適切な教育的対応を考えていくことが求められているこ

とが記された。この報告書を受け、平成 17 年に中央教育審議会答申「特別支援教育を推

進するための制度の在り方について」の中で特別支援教育の理念及び制度改正の方向が示

され、その中に、校長の責務、特別支援教育を行うための体制の整備及び必要な取組、特

別支援学校における取組、教育委員会等における支援、保護者からの相談への対応や早期

からの連携等、特別支援教育の推進に求められる内容が示された。このような経過を辿っ

て、平成 18 年に学校教育法が改正され、翌平成 19 年には「特別支援教育」が新たな制度

としてスタートしている。 
さらに、このような中、文部科学省は平成 20 年に小・中学校の学習指導要領を、平成

21 年に高等学校の学習指導要領を改訂している。そして、その中で、小・中学校等の障害

のある子どもの指導について「特別支援学校等の助言や援助を活用すること」、「個々の児

童の障害の状態等に応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的、組織的に行うこと」など

が記載されている。その内容については、障害の種類や程度の把握、個々の状態に応じた

指導内容・方法の工夫及び適切かつ計画的な指導、特別支援学校や専門機関との連携、個

別の指導計画や個別の教育支援計画の作成、学校全体の支援体制の整備、学校や学級内の

温かい人間関係づくり等が示されている。 
 
３．特別支援教育推進上の課題 
 文部科学省（2007）は、特別支援教育を「障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に

向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズ

を把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指

導及び必要な支援を行うもの」であるとし、「これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、

知的な遅れのない発達障害も含めて、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全

ての学校において実施されるもの」であると捉えた。さらに、「障害のある幼児児童生徒へ

の教育にとどまらず、障害の有無やその他の個々の違いを認識しつつ様々な人々が生き生

きと活躍できる共生社会の形成の基礎となるものである」ことを示している。こうした理

念のもと、特別支援教育は推し進められている。 
 文部科学省は、特別支援教育体制整備状況について、「校内委員会の設置状況」、「実態把

握の実施状況」、「特別支援教育コーディネーターの指名状況」、「個別の指導計画の作成状

況」、「個別の教育支援計画の作成状況」、「巡回相談員の活用状況」、「専門家チームの活用

状況」、「特別支援教育に関する教員研修の受講状況」の各項目の実施率を毎年度調査して

おり（図１）、調査結果からは、いずれの項目についても年々実施率は上がっていることが

分かる。特に、当初より実施率が高かった「校内委員会の設置」、「在籍する児童生徒の実

態把握」、「特別支援教育コーディネーターの指名」については、平成 23 年度実施の調査

では、ほぼ 100％に達しているという結果がでている。しかしながら、上野（2007）は、

体制整備が急速に進む一方で、課題もあることを指摘している。例えば、実施率の中には
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H18 81.0 75.6 77.4 32.5 17.1 56.8 29.2 38.9
H19 89.0 84.5 88.6 54.1 30.8 63.7 36.5 49.5
H20 95.2 94.4 95.5 69.6 45.4 69.4 42.6 55.4
H21 96.9 95.5 97.1 73.2 51.3 72.0 46.9 59.6
H22 97.5 96.4 98.3 76.3 56.7 74.0 50.7 63.9

実施予定として回答している場合があるのではないかということや、十分なアセスメント

がなされた上で個別の指導計画が作成されているのかということ、そして、教員自身、障

害のある子どもへの指導に対し専門的な知識や技能の不足を感じながら日々、子どもと向

き合っている現状があることなどである。 

図１ 公立の幼小中高等学校の体制整備状況項目別実施率（平成 18～22 年度） 
 

先に挙げた「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」が出された翌年に、大

元らは、制度転換をめぐる課題について、佐賀市の小・中学校の教員を対象に調査を実施

し、その結果を報告している（2005）。その中では、特別支援教育に転換したことで 70％
以上の教員が、負担の増加を感じており、教員数が足りないこと、具体的な指導法が分か

らないことなどを課題として感じていることが指摘されている。 
特別支援教育が制度化され 5 年が経つが、教員からは、専門知識や技能に対し不安を抱

えているという声を少なからず聞く。新たな制度が始まったことに伴い、校内委員会とい

う新たな組織を作ったり、特別支援教育コーディネーターといった役割が増えたり、また

子どもの実態把握や指導計画の作成など新たな知識・技能が求められるようになった。新

たなことに取り組むには、どこかで知識や技能を身に付ける機会が必要であり、研修が果

たす役割は非常に大きい。ここからは、特に研修に焦点化し、教員の研修ニーズと課題に

ついて整理していく。 
 

４．研修に関する課題 
文部科学省（2012）が約 95 万人の教員を対象に実施した特別支援教育体制整備状況調

査によると、平成 23 年度に国公私立の幼小中高等学校教員が特別支援教育に関する研修

を受講した割合は63.4％で、そのうちの60.7%が行政研修で受講したという回答であった。

また、約 88,000 人を対象とした管理職研修での受講率は 77.9％で、うち 83.2%が行政研

修で受講していた。このように、教員がスキルアップをする手立てとして行政研修を多く
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活用している実態から、行政研修の内容をさらに充実させていくことが重要である。 
では、現職教員は特別支援教育を実施することに対し、どのような研修内容を身に付け

る必要があると感じているのであろうか。 
姉崎（2005）、玉村他（2008）、吉利他（2010）は、現職教員の研修のニーズについて

調査を実施している。その結果から、玉村は、「特別支援教育免許取得のために必要な内容」、

「障害種別ごとの心理や発達の過程・アセスメントや心理検査にかかわる内容」、「障害の

生理・病理や医療的な診断や治療の内容」、「障害種別ごとの教育課程・教材や指導法、個

別の指導計画などにかかわる内容」についてニーズが高いことを述べている。また、姉崎

（2005）は、「発達障害のある子どもの特性の理解や指導法」、「特別支援教育のコーディ

ネーターの職務や役割」、「個別の指導計画や個別の教育支援計画の作成」への研修が求め

られていることと併せ、特別支援学校の教員と通常の学級の教員との研修ニーズの違いを

比較している。これら３つの調査結果をまとめたものが表１である。 
 

表１ 教員が必要と感じている特別支援教育推進のための知識・技能 

 
小・中学校の教員は、多様な子どもたちに対し一斉の教科指導を行うことから、授業づ

くりの中での配慮、そして子ども同士の障害理解のためのスキルを求めている。一方、特

別支援学校では、障害の特性理解や指導に対する高度な専門性、更に専門機関として小・

中学校との連携のスキルを求めている。このように学校種により必要と感じている知識や

技能の違いがあることが分かる。また、小・中学校の教員と特別支援学校の教員が共通に

必要と感じている知識や技能も多々ある。しかし、例えば、障害特性の理解と指導法を取

対

象 共通 通常の小・中学校 特別支援学校 

内 
容 

・障害特性の理解と指導法 
・個別の指導計画や個別の

教育支援計画の作成 
・アセスメントや心理検査 
・学級経営 
・教育課程 
・教材 
・特別支援教育コーディネ

ーター等役職に応じた専

門性 
・校内の連携 
・専門機関との連携 
・子どもの心理や発達 
・保護者との連携 

・一斉の教科指導の中

での配慮 
・障害理解 
 

・様々な障害の特性理解 
・障害に応じた指導法に関

する高度な専門性 
・小・中学校や専門機関と

の連携 
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り上げてみると、担当する子どもの障害の状態により通常の学級の教員と特別支援学校の

教員が求めている内容は同じとは言えない。特別支援教育コーディネーターも学校種によ

り、求められるニーズは異なるため、その教員のニーズに対応できるような研修内容が必

要になるであろう。つまり、学校種と校内で求められる役割に応じ、知識や技能を身に付

けることのできる研修の提供が求められる。柘植（2006）は、特別支援教育の推進に必要

な知識として、特別支援教育の理念・基本的な考え、関連法案といったものから、障害の

理解・指導法、関係機関・保護者との連携と多岐に渡る内容を挙げたうえで、それぞれの

役職や立場により、必要な内容が異なることを指摘している（表２）。特別支援教育を推進

していくためには、教員一人一人が必要とする知識・技能だけでなく、特別支援学校、特

別支援学級、通常の学級と教員が子どもと出会う場、さらに、管理職、特別支援教育コー

ディネーター、生徒指導担当等、求められる役割に応じても必要な知識やその割合が異な

る。 
研修を提供する側は、こうした様々な側面を考慮して効果的な研修を提供することを考

えなくてはならない。 
 

表２ 特別支援教育においてそれぞれの立場に求められる知識・技能 

 

また、文部科学省に設置された「特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議」で

は、その審議経過報告（2010）の中で、特別支援教育を推進していくために必要な教員の

専門性について、次のように整理している。 
 
 

役職 知識・技能 
管理職 特別支援教育を視野に入れた学校経営と評価 
特別支援教育コー

ディネーター 
特別支援教育に関する知識 
関係機関との連携、保護者・家庭との連携、教育相談の窓口機能 

通常の学級の担任 特別なニーズのある児童生徒を含む学級経営 
個別の配慮・指導に関する知識 

通級指導教室の担

当者 

対象となる児童生徒の実態把握と個別の指導計画の作成 
個別の教育支援計画の作成への参画 
通常の学級の担任との連携指導 

特別支援学級の担

任 

対象となる児童生徒の実態把握・個別の指導計画の作成・実態に

応じた指導方法 
個別の教育支援計画の作成への参画 
交流および共同学習に関する知識 

養護教諭 
生徒指導担当者 

特別なニーズを要する児童生徒の気になる様子の把握 
担当教員と管理職との連携 
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＜特別支援学校教員＞ 
・５つの障害種別（視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由、病弱）に共通する専

門性として、特別支援教育全般に関する基礎的な知識（制度的・社会的背景・動向等）。 
・それぞれの障害種別ごとの専門性として、各障害種の幼児児童生徒の心理（発達を含

む）・生理・病理に関する一般的な知識・理解や教育課程、指導法に関する深い知識・

理解及び実践的指導力。 
・特別支援学校のセンター的機能を果たすために必要な知識や技能。 

＜特別支援学級担任、通級指導担当教員、特別支援教育コーディネーター＞ 
・特別支援教育全般に関する基礎的知識（制度的・社会的背景・動向等）。 
・障害種ごとの専門性として、担当する障害のある子どもの心理（発達を含む）や障害

の生理・病理に関する一般的な知識・理解や教育課程、指導法に関する知識・理解及

び実践的指導力。 
・小・中学校の特別支援教育コーディネーターについて、勤務する学校の特別支援教育

を総合的にコーディネートするために必要な知識や技能。 
＜通常の学級担任＞ 

・特別支援教育に関する基礎的知識（障害特性、障害に配慮した指導、個別の指導計画

および個別の教育支援計画の作成・活用等）。 
・教育基礎理論の一環として、障害種ごとの専門性（障害のある幼児児童生徒の心理・

生理・病理、教育課程、指導法）に係る基礎的知識 
 

そして、これらの専門性を確保するに当たり、現状を踏まえ学校種ごとに次のように課

題が記されている。 
＜特別支援学校＞ 
・教員の養成、採用、配置（人事異動）、研修等を通じた組織的かつ体系的な専門性の向

上。 
＜小・中学校＞ 

・個別の指導計画や個別の教育支援計画を作成するため、専門性のある者が支援できる

体制づくり。 
・特別支援学級担任や通級指導担当教員においては、各障害種の専門性を担保できる仕

組みづくり。特に、特別支援教育の経験の少ない教員を支援する仕組みづくり。 
・特別支援教育コーディネーターにおいては、具体的な専門性の確保。 
・通常の学級の教員においては 

①発達障害等の理解や知識 
②特別支援教育固有の視点のみではなく、学級経営力、授業力、人間形成力など教員

としての基本的資質の総合力 
③各教科などに特別支援教育の視点を加えた授業力や、特別支援教育について最低限
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必要な知識・理解の上での応用力・判断力・対応力等 
 以上、３項目についての学校組織としての専門性の担保（養成、採用、配置、研

修の在り方の体系的な検討）。 
 特別支援教育の専門性を担保するために教員が求めている研修ニーズは、上述の審議経

過報告で示された専門性に対応するものである。また、教員の研修ニーズは、特別支援教

育に即したものとなっているが、審議経過報告で示された専門性は、特別支援教育の視点

のみならず、総合的な視点を持って学級経営や授業、人間形成なども含まれている。特別

支援教育を基にしながら、インクルーシブ教育システムの構築に向けて徐々に研修内容を

広げたり、現行の内容をアレンジしたりしていく必要がある。 
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各都道府県市における教員等の専門性向上の取組 

 
 ここでは、各都道府県市における教員等の専門性向上の取組の現状について整理し、イ

ンクルーシブ教育システム構築に向けた研修の在り方や専門性担保の方策を検討するため

の資料を得る。 
 
１．整理の仕方 
 文部科学省初等中等教育局特別支援教育課では、毎年開催する特別支援教育担当者会議

開催に当たり、各都道府県と政令指定都市の「特別支援教育に関する取組状況」を調査し、

資料として提供している。 
ここでは、平成 23 年６月２日に開催された平成 23 年度特別支援教育担当者会議での資

料１「各都道府県市における特別支援教育に関する取組状況」の中の「４．教員等の専門

性の向上」の情報を基にいくつかのカテゴリー（後述）に分類し、分析を行った。 
 「４．教員等の専門性の向上」では、特別支援学校教員、特別支援学級担当教員、通級

による指導担当教員、通常の学級担当教員、特別支援教育支援員について、各都道府県等

が専門性向上のためにどのような取組を行っているのか自由記述で回答を求めている。回

答総数は、各都道府県及び政令指定都市を合わせて 66 件であった。ただし、特別支援学

校を設置していない政令指定都市が４市あるため、特別支援学校教員の専門性向上の取組

についての総数は 62 件であった。本研究では、これら自由記述の内容を吟味し、各都道

府県等が「行政として取り組んでいる事項」と、その中でも実際の「研修内容に関わる事

項」、さらには研修の対象となる「職種や実施方法に関わる事項」に分類し、その結果を分

析した。 
 
２．特別支援学校教員の専門性  

向上の取組状況 
 図１に特別支援学校教員を対象

とした専門性向上のための行政の

取組事項を示す。 
これによると「研修工夫・奨励」

が 50 件で多かった。しかし、こ

れは、ある意味当然のことであり、

各都道府県等では、対象に合わせ

た研修講座を工夫し、その受講を

奨励している。したがって、回答 図１ 行政として取り組んでいる事項（特別支援学校教員）
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する際に、このことは当然のこととして捉え、敢えて記述していない都道府県等もあるこ

とと思われる。 
次に、特別支援学校教員免許状の取得を奨励し「認定講習」を開催し、専門性向上に繋

がる機会を設けているところが 34 件であった。 
また、「校内研修の充実」を挙げている都道府県等も多く、「各学校においては校内研修

コーディネーターによる OJT の推進、自立活動教諭（専門職）の配置等を通じて専門性の

向上を図っている。」や「すべての特別支援学校において、特別支援教育に関する校内研修

を実施することを義務付け、研修計画及び研修報告の提出を求めている。」等の回答があっ

た。 
こうした事項に続くのは、「年次研修の工夫」、「県内外派遣（還元）」である。「年次研修

の工夫」とは、法定研修の他に経験年数により独自に研修を設けているところである。ま

た「県内外派遣（還元）」とは、都道府県内外に研修派遣し、派遣者には研修後に報告をさ

せたり、都道府県内の研修の講師を務めさせたりという形での還元を図っているところで

ある。 
他に、特別支援学校に研究指定や事業指定を行い、その取組の中で専門性向上を図るこ

とを行っている「研究・事業指定」や人事異動において、免許状保有者や適性及び意欲の

ある者を特別支援教育に携わることができるよう配置している「人事配慮」がなされてい

るところがあった。両項目に関わる回答として、「県単事業『障害の多様化等に対応するた

めの指導体制充実事業』において、県立特別支援学校に専門的知識・技能を有する者や特

別支援教育において豊かな指導経験を有する者など幅広い人材を非常勤職員として置き、

障害の多様化に対応した指導を充実させるとともに教員の専門性をより一層高め、特別支

援学校の指導体制の充実とその活性化を図っている。」という記述もあった。 
「採用試験の工夫」においては、特別支援教育免許状保有者の別枠採用を実施している

等の回答があった。 
 次に、研修内容に関わる記述に

ついて見てみる。結果を図２に示

す。 
実際の授業に関わる「授業研

究・授業改善」についての記述が

23 件と多かった。回答の中には、

「特別支援学校２校を指定し、指

導力向上のための授業診断に基づ

く授業研究を実施。」との記述があ

った。 
また、「障害種別の特性理解」が

13 件であった。 図２ 研修内容に関わる事項（特別支援学校教員） 
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次に、職種や実施方法に関わ

る事項の記述について図３に示

す。 
これによると、特別支援教育

推進の要となる「特別支援教育

コーディネーター（以下「コー

ディネーター」という。）」を対

象とした研修を挙げているとこ

ろが 18 件であり、外部の専門

家を招聘して研修を行っている

との回答は 17 件であった。 
12 件の回答があった「合同・

交流研修会」とは、特別支援学

校で行われる校内研修会等を公開し、他校の関係者とともに専門性を高めるというもので

ある。以下にその回答の一部を挙げる。 
・各特別支援学校が夏季休業中に実施している障害種別等の研修を学校間で利用できるシ

ステムを作り、幅広い指導スキルを身に付けられるようにしている。 
・外部専門家を活用した障害種別研修を各特別支援学校で７回開催し、公開している。 
・各校で、障害の種類や程度に応じて外部の専門家や他校の教員を講師とし校内研修を実

施し、学校間でも研修情報の交換をしている。 
・各校では、特別支援教育に関する専門性向上のため、公開講座や公開授業等を計画し、

センター的機能の一環として地域と連携して研修会を開催している。県教育委員会では

これらの中から特徴的な取組を進める学校を研究校として指定し、専門性向上を図って

いる。 

また、近年は、各教育委員会と大学との協力・連携を図っているところが増加しており、

「大学との連携」を挙げているところが 10 件あった。 
その他、「指導主事等訪問」により専門性向上につなげているとの回答が８件あった。こ

の中には、各特別支援学校に指導主事等が訪問し、指導助言を行う他、「教育委員会が実施

している巡回相談に特別支援学校教員を同行させ、実際の相談・支援場面を経験させてい

る。」という回答もあった。 
 

３．特別支援学級担当教員の専門性向上の取組状況 
図４に特別支援学級担当教員の専門性向上に対して行政として取り組んでいる事項を示

す。ここでも「２．特別支援学校教員の専門性向上の取組状況」と同様、「研修工夫・奨励」

が多い。 

図３ 職種や実施方法に関わる事項（特別支援学校教員） 
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そして、特別支援学級担当教員

に対しては、初任での研修の他に、

２年目、３年目と「年次研修」を

実施しているところが多い。 
また、特別支援学校教員免許状

の取得を奨励しているとの回答が

18 件あった。 
「人事配慮」では、特別支援学

校との交流人事を行っているとの

回答や、「県教育委員会から市町村

教育委員会へ『特別支援学級や通

級指導教室の適切な運営について』

を通知し、免許状保有者や適性及

び意欲のある者を特別支援教育に

携われるよう配置するとともに、

短年で担当教員が替わらないよう

に依頼している。」との記述があっ

た。 
次に、研修内容に関わる事項を

見てみる。図５にその結果を示す。 
ここでも特別支援学校教員の専

門性向上と同様に、実際の指導に

関わる「授業研究・授業改善」が

多い。 
次いで「障害種別の特性理解」

が続く。 
また、回答数は少ないが、特徴

的なところでは、｢学級経営｣や「リ

ソースの活用法」が挙がっていた。

特に「リソースの活用法」につい

ては、さまざまな専門家や関係機

関と連携していくには重要な内容

であろう。 
図６は、職種や実施方法に関す

る事項の記述を表したものである。 
ここでは、指導主事や特別支援

図５ 研修内容に関わる事項（特別支援学級担任）

図６ 職種や実施方法に関わる事項（特別支援学級担任） 

図４ 行政として取り組んでいる事項（特別支援学級担任）
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学校教員が学校へ訪問し、指導助言を行う「指導主事等訪問」が多い。回答としては、「県

教育センターの校内研修サポート事業による訪問指導を実施している」や、「担当者を教育

事務所・教育センターに集めての研修の実施とともに、特別支援学級に特別支援学校教員

が訪問して、具体的な指導を通じての研修を実施する。」などが挙がっていた。 
また、「合同・交流研修会」を実施しているとの回答が続いて多い。回答の一部を次に挙

げる。 
・特別支援学級や通級指導教室の増加に伴い、特別支援学校での研修交流を実施。 
・新担当教員を対象に研修講座を開催しているが、講義だけでなく、特別支援学校での実

地研修も行っている。 
・特別支援学級担当教員を対象に障害種別ごとに特別支援学校において授業公開を行い、

授業参観できるようにしている。 
次に多い事項は、ここでも特別支援学校教員と同様に、特別支援教育推進の要となる

「コーディネーター」を対象とした研修であった。 
 
４．通級による指導担当教員の専門性向上の取組状況 

図７に通級による指導担当教員の専門性向上に対して、行政として取り組んでいる事項

を示す。 
ここにおいても「研修工夫・

奨励」の回答が 63 件と多い。

次に特別支援学級担当教員と同

様に、「年次研修の工夫」との回

答が 28 件と続く。 
また、特別支援学校教員免許

状の取得を奨励しているとの９

件の回答や、「手引き書等の作成

と配布」、「県内外派遣（還元）」

との回答が７件あった。「手引き

書等の作成と配布」では、各都

道府県等が通級による指導担当

教員向けの手引き書を作成し、配布するという他に、通級による指導担当教員が集まり「授

業実践集」や「自立活動の指導内容・方法の事例集」を作成するという作業を通して専門

性を高めていくという取組を行っているところがあった。 
 図８は、研修内容に関わる事項を示したものである。 

通級による指導という役割からか、ここでは「授業研究・授業改善」の項目より、「障害

種別の特性理解」の項目の方が若干多くなっている。 
 また、「事例検討」についても特別支援学校担当教員や特別支援学級担当教員での回答よ

図７ 行政として取り組んでいる事項（通級による指導担当）
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り多くなっている。 
 そして「教室運営」（通級によ

る指導教室）についても専門性

向上のための重要な研修内容と

して挙げているところが６件あ

った。 
 次に、図９は、職種や実施方

法に関わる事項の回答を示した

ものである。 
ここでも特別支援学級担当教

員と同様に、「指導主事等訪問」

が多い。そして続いて「コーデ

ィネーター」を対象とした研修

や「合同・交流研修会」が挙が

っている。「コーディネーター」

については、「専門性の継承及び

向上を図るため、経験豊富な担

当者と経験の浅い担当者との複

数配置の推進」を行っていると

の回答があった。 
 
５．通常の学級担当教員の専 

門性向上の取組状況 
図 10 に通常の学級担当教員

の専門性向上に対して、行政とし

て取り組んでいる事項を示す。 
ここにおいても「研修工夫・奨

励」が 56 件と多い。 
 次に「校内研修の充実」が続く。

特別支援学級担任（図４）や通級

による指導担当教員（図７）の「校

内研修の充実」と比較すると、回

答数が圧倒的に多い。回答の中に

は、「すべての小・中・高等学校に

おいて、特別支援教育に関する校

内研修を実施することを義務付け

図８ 研修内容に関わる事項（通級による指導担当） 

図９ 職種や実施方法に関わる事項（通級による指導担当） 

図 10 行政として取り組んでいる事項（通常の学級担任） 
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ており、研修計画・研修報告の提出を求めている。」との記述があった。  
さらに、「県内外派遣（還元）」にも関わるが、「特別支援教育に関する研修の受講者は、

各校において、すべての教職員に伝達講習を行い、全教職員が共通理解して取組が深めら

れるよう指導している。」との回答があり、通常の学級担当教員の専門性向上の取組として、

校内での研修を重視していることが分かる。 
 また、小・中学校は、市町村立が多いため、小・中学校の通常の学級担任に対しては、

「教育事務所（市町村）で研修を実施しており、都道府県としての取組は「手引き書等の

作成と配布」を行っている。」との回答があった。 
図 11 は、研修内容に関わる事

項の記述について示したものであ

る。 
ここでの特徴的なことは、「特別

支援教育一般」が多いことである。  
これは、特別支援学校担当教員（図

２）や特別支援学級担当教員（図

５）、通級指導教室担当教員（図８）

の研修内容に関わる事項では挙が

ってきていない。これは、平成 19
年度に特殊教育から特別支援教育

へと転換し、学校教育法が改正さ

れ、新学習指導要領の改訂がなさ

れた中、現段階では、その普及浸透を図っているところであるということが推測される。 
また、「障害種別の特性理解」との記述も多く、特に「発達障害の特性理解」が目立った。 
その他、実際の指導に関わる「授業研究・授業改善」、「実践事例」についても多い。 
次に職種や実施方法に関わる

事項について図 12 に示す。 
これによると、「指導主事等訪

問」が多いことが分かる。これ

に関わる記述の一部を以下に挙

げる。  
・道内すべての教育局に特別支

援教育を専掌する指導主事

（特別支援教育スーパーバイ

ザー）を配置し、学校教育指

導等の際に、発達障害を含む

障害のある児童生徒の指導内

図 11 研修内容に関わる事項（通常の学級担任） 

図 12 職種や実施方法に関わる事項（通常の学級担任） 
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容・方法の指導・助言などを通して、地域に根ざした特別支援教育の推進に努めている。 
・県内の公立小中学校を管轄する教育事務所に発達障害等の特別な教育的ニーズのある子

どもの相談や研修を主な業務とする特別支援教育専任の指導主事を配置し、それぞれの

地域における特別支援教育の充実を図っている。 

また、「コーディネーター」を対象とした研修の実施についても多く、特別支援教育推進

の要となるコーディネーターの養成に力を入れていることが推察される。 
 
６．特別支援教育支援員の専門性向上の取組状況 

各都道府県等の特別支援教育支援員の専門性向上の取組についての回答を見ると、全体

的に記述が少なく、「市町村で実施」、「各学校で実施」等と記載され、その内容についての

具体的な記載がないところが多かった。 
図 13 に特別支援教育支援員の専門性向上に対して、行政として取り組んでいる事項を

示す。また、図 14 に研修内容に関わる事項を、図 15 に職種や実施方法に関わる事項を示

す。 
 研修内容について記述されてい

た中では、「障害種別の特性理解」

が多い。また、特別支援教育支援

員の「役割・支援の在り方」につ

いての理解などが挙がっていた。 
 以下に特別支援教育支援員への

各都道府県等における取組の記述

の一部を挙げる。 
・特別支援教育支援員配置校研修

の実施（特別支援教育支援員が

配置されている小・中学校を、

特別支援教育アドバイザーまた

は特別支援教育担当指導主事が

訪問し、対象児童生徒への支援

の実際及び対象児童生徒が在籍

する通常の学級の担任と特別支

援教育支援員との連携の在り方

や役割分担等の研修を支援し、

校内支援体制の充実を図る）。 
・県総合教育センターにおいて、

土曜講座として特別支援教育支

図 13  行政として取り組んでいる事項（支援員） 

図 14 研修内容に関わる事項（支援員） 
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援員等を対象とした研修を実

施。 
・本県の特別支援教育支援員は

すべて公立の幼稚園、小・中

学校に配置されており、その

雇用は市町村である。そのた

め研修は、市町村単位での実

施となる。県教育委員会では、

支援員を対象にした研修の例

を示し、各市町村に研修の実

施を進めている。県内約半数

の市町村で研修を実施してい

る。 
・幼稚園、小・中学校に配置されている特別支援教育支援員を対象に県内を５地域に区分

し、６月に特別支援教育支援員地区研修会を実施している。この研修会では、支援員だ

けでなく、管理職、特別支援教育コーディネーターの参加についても働きかけ、支援員

の活用についても理解を深めるように努めている。 
・「特別支援教育支援員活用推進事業｣を実施し、特別支援教育支援員アドバイザーを６教

育事務所に配置し、市町が学校に派遣・配置する特別支援教育支援員が、適切に LD、

ADHD 等の児童生徒に対応できるよう、市町教育委員会・学校へ指導助言を行う。また

地区別研修会を実施している。 
・大学側で講習会を実施している例がある。 
・市町村教育委員会主催で、管区の特別支援教育支援員の研修を実施。市町村からの要請

により特別支援教育巡回相談や専門家チーム員を講師として派遣し、研修支援をしてい

る。 
・県立高等学校の支援員については、在籍校の校内研修やケース会への参加の他、県教育

委員会が主催する研修会への参加を義務付け専門性の向上を図っている。 
 
７．インクルーシブ教育システムの構築に向けた研修を考える上で 
 以上、各都道府県及び政令指定都市における教員等の専門性向上の取組状況について見

てきた。特別支援学校教員、特別支援学級担当教員、通級による指導担当教員、通常の学

級担当教員、特別支援教育支援員と、それぞれの役割・立場によって強調すべき専門性が

あり、また共通に必要な専門性や各立場における経験年数による専門性についても考慮す

る必要があると考えられていることが分かる。 
 ここでの分析から、インクルーシブ教育システムの構築に向けた研修を考える上で検討

すべきキーワードを以下に列挙する。 

図 15 職種や実施方法に関わる事項（支援員） 
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＜内容に関わる事項＞ 
・授業研究・授業改善 
・事例検討 
・リソースの活用法 
・学級経営、教室経営 
・特別支援教育一般 
・インクルーシブ教育システムの理解 
・個別の教育支援計画、個別の指導計画 
・障害特性について 
・教員等の協働 

＜実施方法に関わる事項＞ 
・校内研修の充実 
・合同・交流研修会の開催 
・指導主事等の訪問 
・大学との連携 

＜対象に関わる事項＞ 
・コーディネーターの養成 
・管理職のリーダーシップとマネージメント 

＜教育委員会の取組に関わる事項＞ 
・採用試験の工夫 
・人事配慮 
 

 これらのキーワードを考慮しながら、インクルーシブ教育システム構築に向けた研修の

在り方や専門性担保の方策を検討していきたい。 
 
 
【文献】 
文部科学省初等中等教育局特別支援教育課（2011）．各都道府県市における特別支援教育

に関する取組状況．平成 23 年度特別支援教育担当者会議資料１. 
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各都道府県等の教育センターで実施されている研修の現状 
 

１．はじめに 
教員は、その職責を遂行するために絶えず研修に努めなければならず、現在、各都道府

県教育委員会等においては、教員の専門性向上のために、体系的な研修プログラムの整備

が進められている。 
ここでは、現職教員研修の中心的な役割を担っている各都道府県・政令指定都市の教育

センター（特別支援教育センターを含む。以下「教育センター」と表記。）において、「特

別支援教育に関してどのような研修講座が開設されているのか」、また、「現状でインクル

ーシブ教育システムに関する研修講座を設けているところがあるのか」の２点について調

査した結果を報告する。 
 
２．調査方法 
 教員研修を実施している教育センターのうち､地域に偏りのないように 20 機関を任意に

抽出し、それぞれのホームページにおける平成 23 年度の研修体系から、開設されている

研修講座を調査した。対象としたものは、特別支援教育に関する講座、もしくはインクル

ーシブ教育システムに関する講座とし、初任者研修、年次研修、管理職研修等は除外した。 
 
３．結果 
（１）講座の種類について 

特別支援教育に関するものは 296 講座あった。研修内容は徳永・渡邊・松村ら（2007）
の調査を参考に、18 項目に分類した（表１）。なお、「１．特別支援教育を課題とした研修

講座」と「２．各障害を課題とした研修講座」については、内容を更に細かく分類した。

詳細は以下に示す。 

    表１ 特別支援教育に関する研修講座 
項 目 講座数 

１．特別支援教育を課題とした研修講座 ８１ 
   ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等、障害の特性の理解と指導  ４０ 

特別支援教育における授業づくり    ９ 
   二次障害の予防と対応   ３ 
   個別の指導計画    ３ 
   中学校・高等学校における指導・支援    ７ 
   移行・連携    ７ 
   その他   １２ 
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２．各障害を課題とした研修講座 ４０ 
   視覚障害  ７ 
   聴覚障害  ６ 
   知的障害                          ４ 
   肢体不自由 ７ 
   自閉症 ９ 
   言語障害 ２ 
   その他 ５ 
３．心理検査を課題とした研修講座 ２５ 
４．教育相談・就学指導を課題とした研修講座 １８ 
５．特別支援教育コーディネーターを課題とした研修講座 １９ 
６．特別支援学級・通級による指導を課題とした研修講座 ３４ 
７．特別支援学級・特別支援学校の指導技法・内容を課題とした研修

講座 
２９ 

８．特別支援学級・通級による指導・特別支援学校の専門性を課題と

した研修講座 
７ 

９．進路指導・就労・キャリア教育を課題とした研修講座 ８ 
10．自立活動を課題とした研修講座 ６ 
11．教育課程を課題とした研修講座 ４ 
12．保護者との連携を課題とした研修講座    ３ 
13．ＩＣＴ・情報教育を課題とした研修講座  ３ 
14．訪問教育を課題とした研修講座 ２ 
15．医療的ケアを課題とした研修講座 ４ 
16．寄宿舎・生活指導を課題とした研修講座 ４ 
17．インクルーシブ教育を課題とした研修講座 ０ 
18．その他 ９ 
計 ２９６ 

 
１）特別支援教育を課題とした研修講座 

特別支援教育を課題とした研修講座が一番多く、81 講座あった。中でも、ＬＤ・ＡＤＨ

Ｄ・高機能自閉症・アスペルガー症候群等、発達障害の基本的な特性や対応を理解する内

容の講座が約半数を占めていた。他に、二次障害の予防や支援、個別の指導計画、中学校・

高等学校における指導や支援、外部との連携・移行に関する講座等が開設されていた。 
２）障害を課題とした研修講座 

障害を課題とした研修講座は 40 講座あった。その内容は、視覚障害、聴覚障害、知的
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障害、肢体不自由等、障害の基礎的な理解と指導に関するものが多い。他に、重度・重複

障害の理解と指導に関する講座も開設されている。研修方法は講義のみ、講義・演習、講

義・演習・協議といった方法が多いが、中には特別支援学校に実際に訪問して参観・見学

を行う講座も開設されている。 
３）心理検査を課題とした研修講座 

心理検査を課題とした研修講座は 25 講座あった。内容は「基礎」と「応用」「活用」等

に大別され、講義・演習・協議といった方法で実施されている。また、特定の検査方法（例：

WISC-Ⅲ知能検査）を取り上げ、その実施方法の実技と解釈の仕方を学ぶといった講座も

開設されていた。 
４）教育相談・就学指導を課題とした研修講座 

教育相談・就学指導を課題とした研修講座は 18 講座あった。講座の内容としてはカウ

ンセリングや、実際の相談の進め方といったものが多かった。中には、「相談記録のまとめ

方」といった日常の業務に関係する講座や、「教育相談リーダー養成講座」等、教育相談に

おける指導的役割を担う教員を養成する研修講座が開設されていた。 
就学指導については、指導の実際や「就学指導調査員養成講座」といった研修講座を開

設している教育センターがあった。 
５）特別支援教育コーディネーターを課題とした研修講座 

特別支援教育コーディネーターを課題として取り上げた講座は 19 講座あった。その内

容は、特別支援教育コーディネーターの養成にかかわるものがほとんどであり、「基礎」「ス

キルアップ」等レベルを分けたものや、研修後のさらなるフォローアップを行うような講

座が開設されていた。また、小・中学校の特別支援教育コーディネーター、高等学校の特

別支援教育コーディネーター、特別支援学校の特別支援教育コーディネーター等、学校種

別に分けて講座を開設している教育センターもあった。 
６）特別支援学級／通級による指導を課題とした研修講座 

特別支援学級／通級による指導を課題とした研修講座は 34 講座あった。弱視学級、難

聴・言語障害学級、知的障害学級、肢体不自由学級、病弱・身体虚弱学級、自閉症・情緒

障害学級等、それぞれの学級での教育を課題とした研修講座が開設されており、その多く

は新任担当者を対象とした講座であった。 
 また、少数ではあるが「通級指導担当者専門性向上研修」、「特別支援学級・通級指導教

室専門性向上研修講座」といった担当者の専門性向上を目的とした講座も開設されていた。 
７）特別支援学級・特別支援学校の指導技法・内容を課題とした研修講座 

特別支援学級・特別支援学校の指導技法・内容を課題とした研修講座は 29 講座あった。

その内容は、「各教科等を合わせた指導の実際」、「教材・教具づくり」、「作業学習の実際」、

「余暇の指導」など、特別支援学級や特別支援学校に在籍する子どもたちへの実践的な指

導にかかわるものが多かった。 
８）特別支援学級・特別支援学校の専門性を課題とした研修講座 
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特別支援学級・特別支援学校の専門性を課題とした研修講座は７講座あった。その内容

は、授業づくりや授業演習、授業改善といったものが多かった。 
１講座ではあるが、「特別支援教育スペシャリスト養成講座 特別支援学校コース」とい

う題目の講座が開設されていた。 
９）その他の研修講座 

その他、進路指導・就労・キャリア教育を課題とした研修講座、自立活動を課題とした

研修講座、教育課程を課題とした研修講座、保護者との連携、ＩＣＴ・情報教育を課題と

した研修講座、訪問教育を課題とした研修講座、医療的ケアを課題とした研修講座、寄宿

舎・生活指導を課題とした研修講座等が開設されていた。 
 

（２）研修の対象者について 
 特別支援学級担任や通級による指導の担当者、寄宿舎指導員、特別支援教育コーディネ

ーター向けの研修は、該当する担当者が受講対象として限定されていた。しかし、対象を

特別支援学校の教員に限定している講座は少なく、幼稚園・小学校・中学校・高等学校・

特別支援学校等、すべての学校種の教員を対象としている講座が多かった。中には学校の

教員だけでなく、市町村教育委員会担当者を対象とする講座や一般県民（市民）にも公開

している講座があった。 
 
（３）研修の方法について 
 研修方法については、講義形式が多いが、協議や討議、演習、実習、実践発表（実践報

告）、ワークショップを取り入れているものもあった。また、一つの研修講座の中で「講義・

協議・演習」等、複数の研修方法を組み合わせている講座もあった。 
また、インターネットを使った研修や、指導主事が学校教育現場に赴いて研修を行う「出

前講座」、休日を使った「土曜講座」なども開設されていた。 
 
４．まとめ 
 各都道府県における研修の状況を 20 機関の教育センターを対象に調べたところ、イン

クルーシブ教育システムをタイトルとして掲げている研修講座は開設されていなかった。 
 今回は内容まで詳しく調べていないが、講座によっては「障害者の権利に関する条約」

等、日本のインクルーシブ教育システム構築への流れについての理解等の内容が含まれて

いることも推測される。 
 
【引用・参考文献】 
徳永亜希雄・渡邊正裕・松村勘由・太田容次・中村均・戸澤和夫・齊藤光男（2007）．特

別支援教育を推進する教員研修実施状況及び研修ニーズ等に関する調査報告－独立行

政法人国立特殊教育総合研究所における研修事業改善に向けて－．国立特殊教育総合研

究所研究紀要,34,67-91. 
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海外における障害のある子どもの教育システムと 
教員養成及び研修の現状 

 
１．はじめに 
 ここでは、海外における障害のある子どもの教育システムについて示すとともに、障害

のある子どもの指導や支援にあたる教員の養成と研修のシステムの現状について述べる。  
本稿では、特に日本の特別支援教育コーディネーターの導入の際に参考としたイギリス

と、1970 年代から分離教育を撤廃しているイタリアの２カ国についてまとめた。 
 
２．イギリス 
 
（１）通常教育の概要 
 義務教育期間は、５歳から 16 歳までで、初等教育（５歳から 11 歳）と前期中等教育（12
歳から 16 歳）に分けることができる。 
 初等教育段階の児童数は 2010 年現在で 4,093,710 人、学校数は 16,971 校、前期中等教

育段階の生徒数は 2010 年現在で 2,797,850 人、学校数は 3,128 校である。 
 障害のある子どもの教育と権利に関する法律としては、1996 年教育法と 2001 年特別な

教育的なニーズ障害法（Special Educational Needs and Disability Act 2001）において、

教育の権利や就学に関する規定がなされている。 
 イギリスでは、寄付金で経営されるチャリティーと呼ばれる民間の機関が療育や福祉分

野で大きな役割を果たしており、障害のある子どもの乳幼児期からの支援について地方行

政当局と連携しながら活動している。 
 
（２）障害のある子どもの教育の概要 
 イギリスでの障害のある子どもの教育は Special Educational Needs（通称 SEN）と呼

ばれ、特別な教育的ニーズ概念(Special Educational Needs)を元にした制度である。この

制度では障害カテゴリーを基にするのではなく、一人一人の教育的なニーズが基にされて

いる。ここでの「特別な教育的ニーズ (Special Educational Needs)」の定義は、「特別な

教育的な手立て（special educational provision）」を必要とするほど、「学習における困難

さ（learning difficulties）」があるならば、その子どもは「特別な教育的ニーズ (Special 
Educational Needs)」を持つとされている。したがって、障害のあるなしが中心になるの

ではなく、「学習における困難さ」があるかないかで、一人一人にあわせた「特別な教育的

な手立て」を用意するということが基本となるのである。 
 
（３）インクルーシブ教育の定義 
 イギリスにおけるインクルージョンは、1997 年の緑書(Presented to Parliament by the 
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Secretary of State for Education and Employment by Command of Her Majesty、1997)
の中で「プロセスであり、固定した状態ではない。それは、可能な限り、SEN のある子ど

もが通常の学校で教育を受けるべきであるということだけではなく、子どもたちが、カリ

キュラムや学校生活において仲間と一緒に十分に活動すべきであるということである。例

えば、SEN のある子どもは、分離した Unit（特別学級のような学級）で孤立しているよ

りも、通常の授業に参加することが一般的であると信じられている。しかしながら、分離

した措置も、特化した目的のためには必要になる場合もある。したがって、インクルージ

ョンは、子どものニーズに合致した教育指導とカリキュラムを包含しなければならない」

と定義されている。 
 
（４）障害児教育の概要 
 
１）SEN が対象とするニーズ 
 SEN の対象となる子どもは、「学習上の困難があり、特別な教育的な手だてを必要とす

る子ども」である。実施規則（SEN Code of Practice）（Department for Education and Skill、
2001）第７章では、主な困難やニーズの種類を以下のように示している。 
○認知・学習面のニーズ（特異な学習困難、中度学習困難、重度学習困難、重度重複の学

習困難） 
○行動・情緒・社会性の発達面のニーズ（行動、情緒、社会性の困難、コミュニケーショ

ンや対人関係面のニーズ） 
○言語・コミュニケーションに関わるニーズ、自閉症スペクトラム障害 
○感覚・身体的ニーズ：視覚障害、聴覚障害、盲ろう、肢体不自由 
○その他 
 
２）就学手続き 
 就学においては、判定書（Statement）がある場合とない場合によって、手続きが若干

異なる。判定書は、その子どもの特別な教育的なニーズが大きいと判断された場合に地方

行政局（Local Authority）から発行される法的に裏付けのある文書で、この文書に記述さ

れた特別な教育的な手立てをとることは、地方行政当局と学校の正式な義務となる。 
判定書がある場合においても、親の意向または他の子どもへの効果的な教育の提供と矛

盾しない限りは、通常の学校で教育される。その場合には、地方行政局が保護者の意見聞

き取り（特定の公立学校か、私立学校か、特段希望がない等）を行い、それを受けて学校

の提案を行い、判定書の学校欄に学校名を記入する。 
 判定書がない場合は通常の学校で教育され、入学手続きについても判定書のある場合と

同様である。イギリスでは、学校に通学区があり、基本的には、地域によって通う学校が

決まっている。しかしながら、学校選択の自由が導入されたため、学校区域外の学校にも
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通えるようになっている。その学校への入学希望者が、定員よりも多い場合等には、学校

区内の子どもや兄弟姉妹が既に通学している場合等を優先して入学することができる。 
 
３）教育的支援の連続性 
 SEN のある子どもに、はじめに行われるのはスクールアクション（School action）で

ある。スクールアクションでは校内の SEN 体制の構築を担当する SEN コーディネーター

（SENCO）や、担任教員が子どもに SEN があることに気付いた場合、その子どもの保護

者や関係者を交え、これまでの発達の経過や学校での子どもの様子、現在の困難の原因と

それを解決する手だて等について話し合う。 
その話し合いの結果、通常行われている指導とは違った介入を行うこととなる。この介

入は基本的に校内の既存のリソースを活用して行うものだが、学校の予算を工夫すること

で新たに補助教員（Teaching assistant（以下図中 TA））を雇ったり、特別な教材教具を

用意したりする場合もある（Department for Education and Skill、2001）。 
 また一般的に、スクールアクションでは、個別学習計画（Individual Education Plan（以

下 IEP））を作成する。IEP は SEN のある子どもについて、担任教員や SEN コーディネ

ーターが中心となって、保護者や他の関係者と協議しながら、校内で準備される教育につ

いての計画である。それは、基本的に授業の計画であり、短期目標、指導戦略、行う手だ

て、計画の見直しをいつ行うか、結果の判断基準、結果の記録が含まれている（Department 
for education and skills、2001）。 

IEP の見直しの結果、明らかな解決が見られないと判断された場合には、スクールアク

ションプラス（School action plus）を適用する。ここでは、必要に応じて学校外の専門家

（地方行政局の教育部門所属の心理職や専門教員）の助言を得ながら IEP の再作成を行っ

たり、指導に当たって専門家の助言を得たり、場合によっては専門家に直接指導を受けた

りすることで、教育活動の改善を図る。 
 School Action Plus 段階でも子どもの改善が見られない場合は、地方行政局が中心とな

って法定評価（Statutory assessment）を行い、その子どもの必要な教育的な手だてにつ

いて総合的に判定を行い、必要性が認められれば判定書を作成する。判定書が作成された

場合には、巡回教員（peripatetic teacher）のサービスを得たり、日本の通級指導教室に

あたるユニット（unit）（あるいはリソースベースド）を利用したり、より手厚い教育的な

手だてを利用したりすることになる（Department for Education and Skill、2001）。図１

はこれらの、SEN における支援内容を図に示したものである。 
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図１ SEN における支援の種類 

 
 
４）近年の SEN における施策 
 近年は、すべての子どもに大切なこと(Every Child Matters)の理念に基づき SEN のあ

る子どもの学力達成を目指す動きがある。具体的な施策としては、2004 より行われている

Achievement for All がある。 
 Achievement for All の主となる 3 つの目的は以下のようなものがあげられている。 
○ SEN のある子どもたちの学業成績と進捗を改善する。 
○  SEN のある子どもたちの親との連携を学校とともに改善する 
○  SEN のある子どもたちのより広範な結果を改善する。 

これらの目的を達成するために、プロジェクトには３つの重要な要素（図２）があると

されている。このような具体的な目標と学校で行うべき具体的な活動内容がスケジュール

として示されており、学校の変化を促している。 
 この内容があることで、教員が行うべき内容と教員が身に付けるべき専門性が明確化さ

れている。 
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図２ Achievement for All の３つの重要な要素 
(DCSF,2009 の図を翻訳の上作成) 

 
 
（５）教員養成のシステム 
 
１）教員養成の概要 
 初等教育（以下、プライマリースクール）と中等教育（以下、セカンダリースクール）

の教員免許資格は、大学の課程を経ることによって取得できる。特別学校の教員は、プラ

イマリースクールかセカンダリースクールの免許を基礎免許とした上で、視覚障害教育教

員免許と聴覚障害教育教員免許と重複障害教育教員免許を取得する必要がある。これらの

免許を取得するためには、大学院を終了することが必要である。 
 また、プライマリースクールやセカンダリースクールの校内の SEN の体制構築を行う

SENCO についても資格が設けられており、地方行政局が行う５日間の講習と課題論文の

提出、２週間の実習を行うことで資格が得られる。 
 2010 年からはプライマリースクールやセカンダリースクールの教員養成カリキュラム

に SEN に関する内容が盛り込まれはじめ、NQT(Newly Qualification Teacher)と呼ばれ

ている。教員養成で行うべき内容は義務的な必要要件と個人学習がミックスされたプログ

ラムとなっている。次の２）と３）にその内容を挙げる（いずれも筆者による翻訳)。 
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２）義務的な必要要件 
Session １（３時間） 
＜目的＞ 
受講者が 
・SEN と障害という言葉によって意味されることを調べること 
・インクルｰジョンに対する自身の態度や、価値観と心情を振り返ること 
・インクルーシブな学習環境についての重要な特色について確認すること 
・SEN のある子どものケアや教育とインクルｰジョンについて考えること 
・学校が、障害のある生徒を不利な状況下に置くのを避けるために、どのようにすれば合

理的な調整をすることができるか理解すること 
＜内容＞ 
Activity １ 誰に SEN があるのか？ 
Activity ２ できるということと、できないということ 
Activity ３ インクルｰジョンとすべての子どもを大切にする態度、価値、信頼 
Activity ４ インクルｰジョンにおける SEN の役割と子どもの見方 
Activity ５ 障害関連規則の概論 
Activity ６ 障害のある子どものためのインクルーシブスクール 
Activity ７ 振り返り 
 
Session ２ (３時間） 
＜目的＞ 
受講者が 
・SEN のある子どもがどのような支援の時に有用であるかを見いだすこと 
・ナショナルカリキュラムのインクルージョンに関する内容が実践の中でどのように機能

するかを理解すること 
・SEN のある子どもにとって適切な学習目標を確認できること 
・SEN のある子どもが学習目標に到達できるよう計画し、正確なアセスメントに基づい

た実行とその進捗について理解すること 
・SEN のある子どもの指導アプローチの資質の向上と学習においての障壁を克服するスト

ラテジーについて重視すること 
・SEN のある子どもの、学習目標や指導アプローチと学習の障壁を取り除くストラテジー

をどのように授業計画に反映させるかについて考えること 
＜内容＞ 
Activity １ 学習の困難さについて 
Activity ２ インクルーシブな指導に対するストラテジー 
Activity ３ 適切な学習目標の選択 



－36－

- 36 - 

Activity ４ 予想すること 
Activity ５ 指導のアプローチとストラテジー 
Activity ６ SEN があり、かつ（または）障害のある子どものための計画 
Activity ７ 振り返り 

 
３）個人学習 
 個人学習は、各項目２時間の見積もりで以下の 17 項目が設定されている。 
○ インクルｰジョンとすべての子どもに大切なことの理念について 
○ SEN と障害に関する法律 
○ 第２言語としての英語と SEN 
○ 子どものニーズ（子どもの発達） 
○ ICT と SEN 
○ 中程度の学習困難 
○ ディスレキシア／特異な学習困難 
○ ワーキングメモリー 
○ 行動、情緒、社会的なニーズ 
○ スピーチ、言語、コミュニケーションのニーズ 
○ 自閉症スペクトラム 
○ 視覚障害 
○ 聴覚障害 
○ 書字に関すること 
○ 発達協調性運動障害/統合運動障害 
○ 学校での同僚との協働 
○ 両親（保護者）や他の専門職との協働 

 
（６）教員研修 
 
１）現職教員の研修 
 教員養成への NQT の導入とともに、現職教員の SEN に関する研修の必要性が増してき

ている。このことを含め 2009 年時点では、現職教員の研修について国が方針を示した上

で実施される予定であったが、財政的な問題から地方行政局や学校において行う努力目標

的な位置付けになってきている。この点については問題視されており、今後の政策の動き

の中で変更される可能性がある。そのため、現職教員の研修は地域や学校により違いがあ

り、全国共通したプログラムはない。 
 その代わり教員の専門性については、Achievement for All の中で図３のように、３段階

に専門性(skills)を分類し、そのうちすべての教員はコアスキル(Core skills)を身に付ける
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べきであると示されている。コアスキルの内容は、 
・インクルｰジョンとカリキュラムアクセスへの計画と教授 
・行動マネージメントと情緒やメンタルヘルスニーズのある子どもへの気付き（学習者と

しての自尊意識の確立） 
・学習（学習スキル）のアセスメント 
・必要になるかもしれない専門的なアドバイスがどこで得られるかの理解 
 

 

図３ Achievement for All における教員の専門性の構造 

(DCSF,2009 の図を改変) 

 
 このように、現職の教員は地方行政局が行う研修や校内での実践の中で、これら三段階

のスキルを身に付けていくことになる。 
 
２）Achievement for All における管理職の専門性 

Achievement for All はイギリスの SEN において近年たてられた施策で、主な目的とし

て、前述の通り 3 点ある。 
・SEN のある子どもたちの学業成績と進捗を改善する 
・SEN のある子どもたちの親との連携を学校とともに改善する 
・SEN のある子どもたちのより広範な結果を改善する 
 この政策を進めるにあたっては、はじめにモデル校を指定し実践を進め、データを収集

した後に全国の学校へ広げるという手続きがとられている。ガイドブックはそれぞれの学
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校で進めるべき内容が、タイムスケジュールも含めて示されており、学校体制の構築の具

体的な方向性を示したものだといえる。 
 この施策の中では、校長のリーダーシップが重視されている。学校のマネージメントを

主に研究する機関である National College では、SEN における校長のリーダーシップを

対象とした研究が行われており、その成果によって作成されたガイドブックが刊行されて

いる。このガイドブックの主な内容を表３に示す。 
  

表３ Achievement for All における校長のリーダーシップ(筆者による翻訳) 

１．Achievement for Allにおけるリーダーシップの中心 
○ ビジョンを構築し、方向性を示す 
○ 学校スタッフを理解し、それぞれの資質を高める 
○ 組織を見直す 
○ 指導・学習プログラムをマネージメントする 

 
２．Achievement for Allにおけるリーダーシップの４つの基礎となる要素 
○ ビジョンの共有 

   ビジョンは非公式、公式な場で話される。たとえば、職員会議、廊下での会話、

保護者や他機関との会議などである。 
  インクルーシブ教育に適したリーダーは、常に振り返り、課題意識を持ちながら

学校実践や学校文化の発展に挑戦し続けられる人でなくてはならない。そしてすべ

ての子どもの学習の充実とさらなる進展を信じなくてはならない。 
○ 深い関与 

  リーダーは、下記の事項に関与する。 
・その実践を通して、児童生徒に価値をもたらし、深く関与する 
・何が最適な手立てなのかを確保するためには譲歩しない 
・質の高いリソースと適切な専門家を用意することに熱心である 
・児童生徒の学業を追跡する効果的な戦略やシステムの保証に時間をかける 

 ・インクルーシブ教育を発展させるために働くスタッフとして、必要とされる理解が

何かについて戦略的な展望を持ち、スタッフの資質の向上に継続的に努め、個々の

ニーズに対応するように適切な人を配置する 
 ・支援の必要な子どものための手立てを高めるためのスタッフミーティングやその他

の場所での議論、対話の時間を保証する 
・時間内外にかかわらず、効果的で構造化されたコミュニケーションの時間や場所を

もうけることを保護者と約束する 
 なお､これらの事項は､リーダーのみならず、すべての学校スタッフが関与し、すべて
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の児童生徒の学業に対し学校全体が責任を持つことにより、より深い関与が保たれる。

○ 協働 
 教育的な支援が必要な児童生徒が学業を充実させ、幅広い結果を達成させる効果

的な手立てには、教員、保護者、他機関との協働が必要である。 
 また、協働の成否は、支援の必要な子どものために学校全体で責任を持つ事によ

って、さらには、学校内外での連動した働きの中でのリーダーに左右される。リー

ダーは、学校内外に目を向ける必要がある。そして、他校の異なる状況を把握し、

その中で長所や良い実践を共有していく必要がある。 
○ 良いコミュニケーション 
 インクルーシブ教育におけるリーダーシップの成否は、児童生徒、保護者、学校

内や学校間での教員、他機関との幅広いコミュニケーションに左右される。リーダ

ーには他者との関係作りが特に必要である。また、他者にとって良い聞き手であり、

他者への貢献を高く評価する人であることが必要である。 
 
３．インクルーシブ教育におけるリーダーのスキル 
○ モチベーションの促進（教員を勇気づけ、信頼し、価値付けをする） 
○ 範を示す 
○ 大きな責務を全うする機会を準備する 
○ 専門性をプロモートする 
○ 行うべき事を率先して勧める 
○ 興味を示す 
○ 児童生徒の名前を知っている 
○ 地域に根ざしている 
○ チーム作りができる 

 
Achievement for All では、具体的な行動レベルが示されており、管理するだけではなく、

教職員への働きかけの必要性や、保護者や児童生徒との関わりを持つなど、チームプレイ

を行う上での、リーダーの役割が示されている。具体的に校長自らが先頭に立ち、SEN の

体制を構築・維持していくために行うべき事項が示されており、我が国での管理職の専門

性の参考となるだろう。 
 
 
【文献】 
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３．イタリア 
 
（１）教育制度の概略 

イタリアの教育制度は、幼稚園３年（３～６歳）、初等学校 5 年（６～11 歳）、前期中等

学校３年（11～14 歳）、後期中等学校（14～19 歳）となっている。後期中等学校には普通

学校、専門養成学校等があり、専攻体系により就学年数が異なる。このうち、義務教育は

初等学校から後期中等学校の最初の 2 年となるため義務教育の対象は６歳～16 歳までの

10 年間となる。なお、公立学校のほとんどは国が設置母体となっているが、学校の運営は

各市町村（コムーネ）に任されている。なお、コムーネは、学校の自主独立性保障に関す

る法律により、教育方針、カリキュラム、規定範囲内の授業時間等を独自に決定すること

ができる。 
イタリアでは、保護者あるいは法的後見人が就学の申込手続きをすることで、子どもは

小学校に入学することができる。義務教育段階の就学率は、初等教育98％、中等教育95％、

高等教育 67％となっている。日本でいう特別支援学校、特別支援学級といった障害のある

子どものみが学ぶ場は公的には存在しない。そのため、幼稚園から大学まですべての子ど

もが通常の学校に就学することとなっている。 
近年の教育施策の動向としては、1971 年３月 30 日法律第 118 号第 28 条に「義務教育

は、公立学校の普通学級で行われるものとし…（中略）…また、障害市民は高等学校及び

大学へ行くことについて便宜を受ける」ことが記されている。また、1992 年２月５日法律

第 104 号第１条（ハンディキャップのある者の援助、社会的統合及び諸権利に関する枠組

み法）では、「イタリア共和国は、ａ) ハンディキャップのある者の人間としての尊厳、自
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由と自立の権利の完全な尊重を保障し、家庭、学校、職場及び社会への完全な統合を推進

する。ｂ) 人間として当然の発達、最大限の自立性への到達及び集団社会へのハンディキ

ャップのある者の参加を阻害する無効な状況を予防かつ除去する」という内容が記載され

ている。 
 また、1994 年４月 16 日委任立法第 297 号第 314 条（全等級の学校教育分野の現行規程

全法典集）では、 
1) 幼稚園のコース及びすべての等級における学校の共通学級において、ハンディキャップ

のある者が教育･指導を受ける権利を保障する。 
2) 統合教育は、学習・コミュニケーション・対人関係・社会化における障害者の可能性を

伸ばしていくことを目指す。 
3) ハンディキャップに関連する能力障害を原因とする学習困難やその他の困難によって、

教育･指導を受ける権利の行使が阻まれることがあってはならない。 
と記されており、これらの法律のもと、原則としてフルインクルージョン教育が実施され

ている。 
 
１）通常教育の概要 

小・中学校の１クラス当たりの在籍児童生徒数は 25 人と規定されており、小学校低学

年では複数担任制となっている。また、クラスに障害のある子どもが在籍している場合、

そのクラスの定員は 20 人となり、支援教員が配置されるが、その際、支援教員は障害の

ある子どもだけではなく、担任とともにクラス全体に対する責任を分担しなければならな

い。なお、支援教員は在籍児童生徒数 138 人に対し１名配置されることが法律で定められ

ているおり、さらに障害のある子どもの人数に応じて、学校区（UfficiScolasticiRegional）
に配置されている。また、障害の重い子どもが在籍する場合には、追加支援の教員やリハ

ビリテーションのセラピスト等を一時的に雇うことも認められている。 
教育カリキュラムについては、標準的なナショナルカリキュラムが設定されているが、

具体的なカリキュラムは担当教員の裁量で対応できる部分が多く、これは 1974 年の法律

にも規定されている。 
進級については、初等学校、前期・後期中等学校で評価が実施され、それに基づいて判

断されている。成績評価は、10 段階で６に満たない者は落第となる。義務教育段階では入

学に際し試験は実施されない。 
 
２）障害のある子どもの教育の概要 

イタリアでは、1971 年より公的にインクルーシブ教育が始まっており、約 40 年の歴史

がある。1975 年に、内閣委員会から障害のある子どもの教育について、分離した教育施設

の廃止と幼稚園から中学校まで通常の学校で教育が受けられるような運営の必要性につい

て勧告が示されている。この勧告に沿って法整備が進められ、1992 年２月５日基本法第
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104 号法律「障害者の援助、社会的統合および諸権利に関する基本法」が制定された。こ

の中で、障害があっても幼稚園から大学まで、一般の学校で教育・指導を受ける権利が保

障されている。その後、特別支援教育に関する法令として、1994 年４月 16 日委任立法第

297 号第 314 条「全等級の学校教育分野の現行規程全法典集」が提出され、2009 年には

教育大学研究省から「障害のある児童生徒の学校段階でのインクルージョンに関するガイ

ドライン」が刊行されている。 
こうした流れにより、現在は、障害の有無に関わらず、すべての子どもが通常の学校で

学ぶことが原則となっている。また、通常の学校の中に特別支援学級の設置もない。その

ため、障害のある子どもも通常の学級に在籍するが、その際には、学級定数の配慮や支援

教員・補助員の配置がある。さらに、校内は、スロープ・リフト等バリアフリー環境を整

えることも求められている。 
 
１）就学と評価 

特別支援学校の設置がないため、学校選択においては、原則地域の小・中学校での受け

入れとなる。ただし、障害のある子どもの就学手続きとしては、管轄学校長を含む関係者

から地域保健機関（ASL）の社会事業部に依頼し、専門医や発達心理学者が障害の認定を

行うことが必要となる。ASL で障害が認定された場合は、その児童生徒一人一人に複数の

専門家による対応チームが編成され、動態－機能プロフィール（PDF）及び個別教育計画

（PEP）が作成される。PEP の作成にあたっては家族も参加する。 
また、ASL で障害の認定を受けた子どもがクラスに在籍する場合、20 人に定数が減ぜ

られ、支援教員が配置される。就学後、障害のある子どもの教育評価は、PEP に書かれた

内容に対して実施されることになる。評価は 10 段階中６未満で落第という基準はあるも

のの、評価は成績だけでなく、学校生活や学習状況・出欠などの生活態度、宗教のそれぞ

れにおいても 10 段階の評価がなされ、子どもの状態に応じたものとなっている。 
 

２）支援教員と補助員 
支援教員は、障害に関する研修を受け、支援教員としての資格を持つ者であり、担任教

員と連携を取りながら、障害のある子どもの学校生活と学習面のカリキュラム、試験内容

を作成する。また、障害のある子どもの取り出し授業や、障害のある子どもと、障害はな

いが学習面の支援を要する子どもを合わせたグループ学習などにもあたっている。更に、

障害が重度の場合は、補助員が配属されることもある。    
補助員は支援教員の資格を持っている者か、障害に対する専門的な研修を受けた者で教

育委員会への登録が必要となる。補助員の役割は、休み時間のトイレ、食事のサポートや

車椅子の移動といった衛生面・物理的移動の補助が主であるが、担任教員や支援教員と共

に校外学習等の補助、家庭・医療との連携に入ることもある。 
なお、公的には特別支援学校は存在しないことになっているが、視覚障害、聴覚障害、
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重度重複障害教育に特化した学校が若干存在しているのも事実である。こうした学校に勤

める教員は支援教員として更なる専門性が求められる。 
 

（２）インクルーシブ教育に求められているもの 
インクルーシブ教育の推進のために、通常の学校に対して次のようなことが求められて

いる。 
１）特別支援教育教員としての資格を有する支援教員の配置 
２）学級の小規模化・複数学級担任制の導入 
３）学習集団の工夫 
４）柔軟なカリキュラム編成 
５）評価方法の工夫 
６）個別教育計画（PEP）の作成 
７）関係機関、特に ASL との連携 
８）支援員の配置 等 
 
（３）教員養成のシステム 
 イタリアでは教員の初任者養成は大学で実施されており、すべての教員に特別な教育的

ニーズについての一般的な知識を習得することが求められている。 
さらに、障害のある子どもが在籍する学級に配置される支援教員の資格は 1986 年に制

度化されており、資格を取得するには、大学修了後２年間の研修を受けることが必要とな

る。イタリアの法律や通達の中で示されている支援教員の専門性について、石川（2005）
は、「ハンディキャップのある生徒への対応には、高水準の技術･教養面の非常に精錬され

たプロとしての適性と、充実･成熟した教員の内面精神の安定性と、学校関係者･公共医療

事業者･ハンディキャップのある生徒の家族との文化的交流かつ実務的連携をこなす能力

が条件となる」と述べている。そして、その専門性を担保するため、支援教員の養成課程

において 1995 年６月 27 日教育省令第 226 号の中で、次の５領域の講座に分けて記してい

る。 
１）教育学、社会学、法学等の概論的内容の講座（250 時間） 
２）心理・生物学等が主体となる講座（200 時間） 
３）教育方法論に関する講座（120 時間） 
４）国語、ノンバーバルコミュニケーション等の言語に関する講座（280 時間） 
５）個人経験の再整理、専門能力の組織化等の専門性を養う内容の講座（300 時間） 

こうした領域の講座の中から、２年間の中で少なくとも 400 時間（そのうち最低 100 時

間は実習）の専門講座を受講しなくてはならない。養成カリキュラムでは、障害児教育は

教育全体の中の一部であるということを前提に、すべての障害種に対応できるよう精神面、

身体面、視覚、聴覚における特別なニーズについて専門的な知識を得ることが求められる。
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なお、現職教員も一定の単位を取得することで資格を取ることが可能となっている。 
一方、イタリアでは、日本のように現職教員に対する公的な研修システムは存在しない。

だが、現職教員も大学で学び一定の単位を取得することで支援教員の資格を取ることが可

能である。また、障害者団体等の活動が活発で、各団体は社会に対して理解を求める活動

の一貫として研修会を実施している。教員はこうした団体主催の研修会に主体的に参加し、

障害に関する知識を得たり、理解を深めたりしている。 
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海外の文献からみたインクルーシブ教育システムにおいて 
必要とされる教員の専門性や研修内容 

 
１．はじめに 
 本稿は、インクルーシブ教育システムにおいて必要とされる教員の専門性や研修内容に

ついて、諸外国の文献のいくつかから得た情報をまとめたものである。以下に、アメリカ、

EU 諸国の順にその文献の概要を紹介する。 
 
２．アメリカのインクルーシブ教育における教師のためのインクルージョン 

ガイドブックの内容 
 
（１）アメリカのインクルーシブ教育に関する背景情報 
 アメリカ合衆国の公教育は各州の責任で行われているが、州政府は連邦政府の法律であ

る「障害のある人の教育改正法（Individuals with Disabilities Education Improvement 
Act: IDEIA，2004）」の基準に則って、障害のある子どもへの教育サービスを提供するこ

とが義務付けられている。またこの法律では、障害のある子どもが通常の教育カリキュラ

ムにアクセスし、参加し、通常の教育カリキュラムの中で学んだことを向上(進歩)させる

ことも規定している（齊藤, 2010）。 
 一方、通常教育においては、2001 年に連邦政府により「落ちこぼれ防止法(No Child Left 
Behind Act: NCLB)」が制定され、教育のスタンダードに基づく改革(Standard-based 
Reform)が強力に推し進められていた。この法律(NCLB)によって、各州には、通常の教育

カリキュラムとそれに基づいて各学年で何を教えるべきかを精査した教科内容のスタンダ

ード(基準)を作成することが義務付けられた。 
 これら２つの法律により、障害のある子どもが通常教育のカリキュラムにアクセスし、

参加できるように、教員は何らかのカリキュラムの変更等を行う必要が生じることとなる。 
 障害のある子どもが通常教育のカリキュラムにアクセスし、参加するために、環境調整

を行うが、指導内容や評価項目そのものには手を加えない場合をアコモデーション（例え

ば聴覚障害のある子どもに手話通訳を付ける、読字障害のある子どもに読み上げソフトを

使うなど）、学習内容や評価基準も変更／修正する場合をモディフィケーション（例えば、

覚えなければならない骨の名前の数を減らすなど）、また、アコモデーションやモディケー

ションを特に分けずにカリキュラムに何らかの変更を加えて調整する場合をアダプテーシ

ョンという(Cantrell, 2000)。次項で詳述するが、教員向けインルーシブ教育のガイドブッ

クでは、これらのアコモデーション等をどのように行ったら良いのか、具体例が紹介され

ているものも多々ある（Hammeken, 2007; McGrath, 2007; Janney & Snell, 2006）。 
 また、IDEIA (2004)と同様に NCLB(2001)は、教育現場に対して、成績の高い子どもに
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も低い子どもにもより良い指導と学習、平等な学習機会、すべての子どもの成績向上へと

つながるような状況をつくって行くことを求めている。これら２つの法律は、インクルー

シブ教育を充実させていくことを教員に求める法的根拠となっている（Thousand, Villa, 
Nevin, 2007）。教員向けインクルーシブ教育のガイドブックでは、なぜインクルーシブ教

育を行わなければならないのかを説く章などが立てられているものもあり、その中でこれ

らの法的根拠についても述べられている。 
 以上がアメリカのインクルーシブ教育において必要とされる教員の専門性や研修内容に

ついて考える際におさえておきたい背景情報である。次の項では、今回収集した各文献の

概要について述べていく。 
 
（２）『教師のためのインクルージョン・ガイドブックシリーズ』 

(Janney & Snell, 2000-2008) 
  Janney, R. と Snell, M. E. は 2000 年に「教師のためのインクルージョン・ガイドブッ

クシリーズ」3 巻を発行した。その後、第２版の発行や増刊により、計５巻が発刊されて

いる。各巻のテーマは「行動マネジメント」、「子どものソーシャルスキルとピアサポート」、

「協働的なチーム作り」、「学習課題のモディフィケーション」、「Student-Directed 
Learning（注：自分自身で自分の行動を修正したり、コントロールできるようにしたりす

る学習方略のこと）」である。これらのテーマから、インクルーシブ教育において教員に求

められる知識・技能が推察できる。 
 『子どものソーシャルスキルとピアサポート（第２版）』（ジャネイ&スネル著，2006／
高野・涌井翻訳，2011）では、まず第 1 章で「インクルーシブ教育を首尾よく機能させる

ための６つの要素」について述べられている。この６つとは、①インクルーシブなプログ

ラムのモデル、②インクルーシブな学校風土、③教員の協働的なチーム作りと問題解決、

④カリキュラムのアコモデーション、⑤教材や教え方を個別化し、アレンジすることを実

行し、それを評価するための方略、⑥仲間との関係性とピアサポートを促進する方略、で

ある。このほか、第２章（「学校環境の整備」）では、インクルーシブ教育推進に向けた教

職員の心構えを身に付けるためには、教職員自身の価値観や教育目標の見つめ直し、知識

の習得や研修へのサポートが必要であると述べられている。必要な知識と実地研修によっ

て、教職員の不安を和らげ、自分はできると感じられるようになる。また、教職員に対す

る障害についての理解啓発活動と間接的な体験を増やす必要があり、それによって態度の

変容をもたらすことができると述べられている。また、本書の約半分ほどを使って、子ど

も同士の関係性づくりや改善のために、バディ・プログラム等のピアサポート方略や、ソ

ーシャルスキル指導、協同学習（cooperative learning）の進め方の具体が書かれている。

協同学習は、共通の目標に向かって、グループで協力しながら課題解決を行う学習方法で

ある。グループのメンバーは、異質な者同士、能力や特性の異なる者同士が集まったグル

ープの方が効果が高いと言われている。発達障害など障害のある子どもたちも典型的な発
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達の子どもも、一緒に協同学習に取り組むことによって、学力向上のみならず、典型的な

発達の子どもとの交流が促進され、自尊心の向上がみられるという効果が挙げられている。 
『協働的なチーム作り（第２版）（Collaborative Teaming, 2nd Ed.）』（Snell & Janney, 

2005）では、「インクルーシブ教育を首尾よく機能させるための６つの要素」の一つとし

て取り上げられた「教員の協働的なチーム作りと問題解決」についての具体的な情報を得

ることができる。 
本書では、インクルーシブ教育をうまく機能させるための基本要素として、「１.スタッ

フの数や配置に関する方法論」、「２. 多様性を受け容れる観点」、「３. 協働でプランを立

て、対話し、問題の解決や互いに学び合えるためのスキルと方略」、「４.障害の有無に関わ

らず効果的に指導できるカリキュラムと方略」、「５. 児童生徒の実態に合わせたプランニ

ングと実施、評価を行う方法論」、「６.児童生徒同士の年齢にあった交流をフォーマル、イ

ンフォーマルの両面で促す方法論」を掲げ、特に、３．の基本要素に焦点を当てている。 
上記の内、通常の教育担当教員と特別支援教育担当教員がチームを組んで通常の学級で

支援していくといった観点や、取り出し指導を行うのではなく通常の学級に特別支援教育

を届ける（delivery）という発想は、日本でも部分的には、通級指導教室や特別支援学級

の担任と通常の学級の担任とがＴＴで行う交流及び共同学習などで取り組まれているとこ

ろと重なる。 
今後のインクルーシブ教育システムの構築を進めていく上で、本書にある具体的な指針

や観点は参考となる。 
 
（３）『インクルージョン：普通学級の特別支援教育マニュアル』 

(ハメッケン著，2007／重冨ら翻訳，2008) 
 本書は、Inclusion, 450 Strategies for Success : A Practical Guide for All Educators 
Who Teach Students with Disabilities. (Hammeken, 2007)の翻訳である。著者のハメッ

ケン氏は初等教育と特別支援教育（special education）の教員免許を持ち、インクルーシ

ブ教育をテーマに修士号を取得している。本書はハメッケン氏が教員時代に勤務先の学校

のために作成したインクルーシブ教育の実践マニュアルである。 
 本書の目次の項立てをみると、障害種別に分けてその特性や支援方法が述べられてはい

ない。また、本書第２章の「特別な支援を必要とする生徒のための工夫」においても、特

に障害を限定せずに、カリキュラムをその生徒に合うように調整する際に考慮すべき具体

的なポイント［学習目標、難易度、課題の長さ、時間延長、情報のインプット又はアウト

プットの方法（口頭での発表、実演、テープレコーダーの利用など）、クラス活動への参加、

支援のシステム（追加の支援員、生徒同士の教え合いなど）］が記されている。その他、他

章において、教科書、毎日の課題、書き言葉、算数／数学などの学習内容からみた視点か

ら、具体的な支援のアイデアがまとめられている。 
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 通常の学級の担任にとっては、障害種別に支援方法が並べられるよりも、学習内容にそ

って様々な障害に共通するポイントを示された方が思考パターン的にもわかりやすく自然

なのだろうと推察される。 
 また、本書において「インクルーシブな教育は協働を推進する」という考え方も大きな

柱になっており、ハメッケン氏は以下のように述べている。 
  
 普通教育と特殊教育の教員は、それぞれの教育経験に応じた豊かな情報をもっています。

しかしこれまでは、この情報を分かち合う機会がありませんでした。インクルーシブな教

育によって、現在の教育システムは、もはや別のカリキュラムと到達目標を持った別々の

システムではなくなります。インクルーシブな教育では、教育に関わるスタッフ全員が、

共通の目的に向かって一緒に働き、知識を共有するのです。（翻訳書p．3 翻訳：重冨ら

2008） 
 
 ここでも、既述のJanney, R. とSnell, M. E. による『教師のためのインクルージョン・

ガイドブックシリーズ』と同様に、教職員の協働が重要視されている。 
 なお、本書も巻末に実践的なワークシートが多く収録されている。 
 

（４）『インクルーシブ教育の実践：すべての子どものニーズにこたえる学級づくり』 
(マクグラス著，2007／川合翻訳, 2010) 

 本書はThe Inclusion-Classroom Problem Solver: Structures and Supports to Serve 
All Learners. (McGrath, 2007)の翻訳である。著者のマクグラス氏は、特別支援教育教員

で自ら通常の学級の教員の支援を行っていた。またインクルーシブな学級の構造を築くこ

との効果についての調査を行った経験もあり、教育学修士（M.Ed.）を取得している。 
 本書は３部で構成され、１部は「インクルーシブ教育の概要」として、「インクルーシブ

な学級づくりとは？」、「学級でよく見受けられる障害について」を、２部は「インクルー

シブな学級づくりの実際」として、「インクルーシブな学級における教室の構造」、「カリキ

ュラムの支援と環境調整・課題改善」、「インクルーシブな学級の雰囲気」、「問題行動－子

どもたちは私たちに何を訴えているのか」、「インクルーシブな学級におけるアセスメント」

を、３部は「保護者や特別支援教育チームとの連携」として、「保護者とのコミュニケーシ

ョン及び連携」、「特別支援教育チームの編成」について記述されている。 
本書の主な読者ターゲットは、様々な能力やニーズのある子どもたちを教えている通常

の学級の教員ではあるが、特別支援教育担当教員や特別支援教育コーディネーターが通常

の学級の教員を支援し、最善の支援チームを作って取り組む際にも役立つこと、さらには

様々な特性のある多様な学習者が在籍するすべての通常の学級の教員を対象とした専門性

向上のためのワークショップを管理職が行う際の教科書としても本書を利用できるとして

いる。本書の内容は、学級の中にアコモデーションやモディフィケーション（本書では前
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者を環境調整（アコモデーション）、後者を課題改善（モディフィケーション）と訳出され

ている）を組み込む必要性やその利点について説明している。第１部で説明されている「通

常学級でよく見受けられる障害について」は、子どもに障害があると診断・判定された保

護者、専門家、介助員や特別支援教育支援員が、障害を理解するためのコピープリントと

してそのまま利用できるようになっている。その他、インクルーシブな学級で利用できる

アコモデーションやモディフィケーションの具体として、マルチ知能（Gardner, 1999）
の考え方を取り入れて、複数の知能の経路を使えるような学習環境を準備し、一人一人の

様々な学習スタイルの違いに対応した授業づくりを行うことを勧奨している。また、学級

にいる個々の子どものレベルに同じ授業時間内に応じることができる課題設定の方法とし

て、読み（読書）、書き（作文）、算数／数学についてのワークショップ形式による授業形

態が紹介されている。 
  
３．Teacher Education for Inclusion: International Literature review（インクル

ージョンのための教師教育：国際的な文献レビュー）［European Agency for 
Development in Special Needs Education（特別支援教育開発のための欧州機

関），2010］ 
 本レビューは、欧州委員会の教育文化省のサポートによって作成されたものであり、「イ

ンクルージョンのための教師教育プロジェクト（Teacher Education for Inclusion; TE4I,  
2009-2011）の一貫として、欧州諸国の文献について 18 カ国からの専門家によって国際的

なレビューを行ったものである。 
インクルーシブな社会のために、21 世紀の学校にはどのようなタイプの教員が必要なの

か、またインクルーシブ教育のために必須となる教員の力量とは何か、という問いにこの

プロジェクトは取り組んでいる。 
本レビューでは特に、通常の教育を担う教員の初期研修を通じて、どのようにインクル

ーシブ教育に向かうための準備を整えているかということに焦点を当てている。このレビ

ューは、特別支援教育開発のための欧州機関の加盟国における政策と各機関の実践につい

ての報告とともに、インクルーシブ教育下で働く教員が必要とするスキル、知識、態度、

価値観と能力（competences）はどのようなものであるか、また、その開発について情報

提供している。さらに、本レビューは、よりインクルーシブな教育システムへの動きをサ

ポートするため、教員教育に必要な改善を容易にするための政策の枠組みについて論考し

ている。なお、本レビューで取り扱われている教員の初期研修は、高等教育段階での教育

であり、現職教員の研修ではなかったことから、欧州諸国では、すでに大学の教員養成の

段階でインクルーシブ教育に関わる専門の教育が行われているということが分かった。 
 また、Scruggs and Mastropieri (1996) の 28 の先行研究の分析によれば、「教員は、初

期の教員養成カリキュラムで提供された一般的な概念（知識）が、障害のある子どもの指

導に役立つと思っている。しかし、実践的なスキル等については、身に付いていると感じ
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ている教員が 3 分の１であった。」とのことである。このことから、一般的な概念の伝達

のみの研修では、不十分であることが分かる。 
 では、一般的な概念の他にどのようなことを研修内容に含めれば良いのだろうか。 

その答えとして、本レビューでは、ユネスコ国際教育会議(2009)の報告書「インクルー

シブ教育：将来への道」（The UNESCO International Conference on Education (ICE) 
report ‘Inclusive Education: The way of thefuture’ (2009)）が提案する以下の内容を紹介

している。 
・ 関連する研究（脳科学を含む）の知見を、効果的な指導実践と関連付けて分かりやすい

言葉で説明する。 
・ カリキュラムに沿ってすべての子どもの（学力向上の）進捗状況をアセスメントする。

これには、到達度の低い子どもや学習の進展の速度がゆるやかな子どもをどのようにア

セスメントするかを含む。 
・ 子どもたちの個別の計画を立てていくことと同様に、クラス全体の計画ツールとしてア

セスメントを使用すること。 
・ 子どもの学習場面を観察すること。これにはシンプルなチェックリストや観察スケジュ

ールの使用を含む。 
・ 通常の発達のパターンに、特定の学習者の行動を関連付けること（特に、年少児を担当

する教員については重要である）。 
・ アセスメントプロセスに親と生徒を参加させること。 
・ 他の専門家と協力すること。その専門的なアドバイスをいつ得るか、および専門家によ

るアセスメント結果を教育上の目的に対して、どのように利用すれば良いのかを知って

いること。 
 また、本レビューで特に興味深かったのは、インクルーシブ教育に対する教員の態度、

信念、価値観についての知見である。「6.4 教育学(Pedagogy)」の項では、主にインクルー

シブ教育においての教員の在り方についてレビューされている。主な在り方としては、教

員の持つ価値観や考え方、機能である。こうした、教員の在り方について教員養成や初任

者研修の中で述べられた文献をレビューしている。特徴的な点は価値観を扱っている点で、

偏見をどのように教員養成で扱うべきかについて述べている文献を紹介している。また、

本レビューの「6.3 教員教育における態度、信念と価値観(Attitudes, beliefs and values in 
initial teacher education)」の項においても教員の価値観等が取り上げられている。この

内容は、日本におけるインクルーシブ教育システムの構築に向けた教員の態度や信念、価

値観の養成、あるいは研修の在り方を考える際の参考となる。 
これらの研究レビューの中でも特に重要な側面は、教員の態度と信念の関連性は必ずし

も一方向的ではなく、Stipek et al.(2001) らが指摘するように、「教員の専門性を高める

ためには、信念か実践か beliefs or practices という二者択一ではなく」多方面からのアプ

ローチが必要ということであろう。特に、Johnson and Howell（2009）が指摘している
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ように、教員の態度が、認知・情緒・行動の「三つの構成要素が関連したものである可能

性」について着目して、それら三つの側面に対して、トータルあるいは個別にアプローチ

するような研修を構成していくことを検討する必要があるだろう。 
また、上記のレビューからは、教員の信念や価値観を形成している経験や知識の一端は、

それまでの人生において、障害のある人々と触れ合った経験や、教員として実際の指導場

面での体験の蓄積で成り立っていることが強調されている。 Elhoweris and 
Alsheikh(2006) が指摘しているように、教員個々の資質を高めていくためにも、より幅

広い研修の在り方が求められており、例えば、インクルーシブ教育をうまく行っている教

員や個人をゲスト・スピーカーとして活用したり(Salend,2001)、障害の体験シミュレーシ

ョンを活用したりすること、支援のニーズの高い子どもをもった母親を含めた事例検討を

行うこと (Forlin and Hopewell, 2006)、ビデオの視聴や、バディ方式で参加するといった

形で、障害のある人々への個別指導の機会を豊富に経験させる（Carroll,Forlin and 
Jobing,2003）といった取組も試みることができるだろう。 
 
４．まとめ 
 ここでは、インクルーシブ教育システムの構築において必要とされる教員の専門性や研

修内容について、米国と EU 諸国の文献資料をまとめた。 
民族や人種、宗教等において、本来的に多様性を受け容れざるを得ない文化や歴史的な

背景、また実際上の社会問題等がある米国や EU 諸国とは違って、人種や宗教の違いによ

って生ずる摩擦やそうした問題に対する解決への取り組みなどに馴染みの少ない日本にお

いては、インクルーシブ教育システムの構築に向けてのスタートラインが異なっている可

能性は考慮しておく必要があろう。 
現在の日本では、内閣府において「共生社会」を掲げ、政策的にインクルーシブな社会

を推進している段階である。今後のインクルーシブ教育システムの構築においても、そう

した大きな動向の中で制度や枠組みの設計をしていく必要があると考えられる。 
まとめとして本稿における文献資料の検討から、日本のインクルーシブ教育システムの

構築に向けた研修に取り入れると良いと思われる内容を以下に挙げる。 
①インクルーシブな学校風土づくり（教員の偏見、態度、信念、価値観に揺さぶりをか

けるような研修）、②通常の学級の担任教員と特別支援学級の担任教員との協働的なチーム

作り、③カリキュラムのアダプテーションと子どもの学習状況の評価、④一人一人の様々

な学習スタイルの違いに対応した授業づくりの具体的な方略（一斉指導以外に、協同学習、

ワークショップ形式の授業など）⑤インクルーシブな学級づくり（子ども同士の関係の促

進）の５つである。 
上述の５つの事項を念頭に、今後、日本で活用できる研修内容や方法の具体的な検討に

つなげていきたい。 
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